
 

 

1/1 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved. 
 

24-D-1935 

2025 年 3 月 31 日  
   
   

株式会社南都銀行が実施する 
株式会社メンテナンス・コシバに対する 
ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 

第三者意見  
 
    

株式会社日本格付研究所は、株式会社南都銀行が実施する株式会社メンテナンス・コシバに対するポジ

ティブ・インパクト・ファイナンスについて、国連環境計画金融イニシアティブの策定した「ポジティブ・

インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」への

適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 

2025年 3月 31日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

株式会社メンテナンス・コシバに対するポジティブ・インパクト・ファイ

ナンス 

貸付人：株式会社南都銀行 

評価者：南都コンサルティング株式会社 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定した「ポジティブ・イ

ンパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・

フレームワーク」に適合している。 

また、環境省のESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCRは、株式会社南都銀行（「南都銀行」）が株式会社メンテナンス・コシバ（「メンテナ

ンス・コシバ」）に対して実施する中小企業向けのポジティブ・インパクト・ファイナンス

（PIF）について、南都コンサルティング株式会社（「南都コンサルティング」）による分析・

評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した「ポジティブ・

インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレー

ムワーク」（モデル・フレームワーク）に適合していること、環境省の ESG 金融ハイレベ

ル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタ

スクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを

確認した。 

PIFとは、持続可能な開発目標（SDGs）の目標達成に向けた企業活動を、金融機関等が

審査・評価することを通じて促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとし

て、当該企業活動が与えるポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モ

ニタリングする運営のことをいう。 

ポジティブ・インパクト金融原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGs

に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できること、なお

かつネガティブな影響を特定し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプ

ロセス、手法、評価ツールを含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジテ

ィブ・インパクトを測るプロジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・

インパクトについての透明性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第

三者によって評価されていることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。南都銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

南都コンサルティングと共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを開発

している。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかのステ

ップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業を想

定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と協議

しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、南都銀行及び南

都コンサルティングにそれを提示している。なお、南都銀行は、本ファイナンス実施に際し、

中小企業の定義を、ポジティブ・インパクト金融原則等で参照している IFC（国際金融公

社）の定義に加え、中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企

業としている。 

JCR は、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえでポジティ
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ブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークとの適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、ポジティブ・インパクト金融原則で参照するインパク

トエリア/トピックにおける社会経済に関連するインパクトの観点からポジティブな

成果が期待できる事業主体である。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用

創出や雇用の維持を目的とした中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を

有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の約 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

約 56.0％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現

の仕方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. ポジティブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークへの適合に係

る意見 

ポジティブ・インパクト金融原則 1 定義 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるこ

と、なおかつネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

南都銀行及び南都コンサルティングは、本ファイナンスを通じ、メンテナンス・コシバの

持ちうるインパクトを、UNEP FI の定めるインパクトエリア/トピック及び SDGs の 169

ターゲットについて包括的な分析を行った。 

この結果、メンテナンス・コシバがポジティブな成果を発現するインパクトエリア/トピ

ックを有し、ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 2 フレームワーク 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、南都銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

 
1 令和 3 年経済センサス-活動調査。中小企業の区分は、中小企業基本法及び中小企業関連法令において

中小企業または小規模企業として扱われる企業の定義を参考に算出。業種によって異なり、製造業の場合

は資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下、サービス業の場合は資本金 5,000 万円以下または従業員

100人以下などとなっている。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20 人以下の企業をさす。 
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価ツールを確立したことを確認した。 

(1) 南都銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

 

(出所：南都銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、南都銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、南都銀行からの委託を受けて、

南都コンサルティングが分析方法及び分析ツールを、UNEP FI が定めた PIF モデ

ル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

ポジティブ・インパクト金融原則 3 で求められる情報は、全て南都コンサルティングが

作成した評価書を通して南都銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、南都コンサルティングが、JCR の協力を得て、インパクトの包括

分析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側

面のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人であるメンテナンス・コシバから貸付

人である南都銀行及び評価者である南都コンサルティングに対して開示がなされることと

し、可能な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークに適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

 

                   

梶原 敦子 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

 

                    

川越 広志 

担当アナリスト 

 

                     

菊池 理恵子 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ
アティブの策定した「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金
融商品のモデル・フレームワーク」への適合性及び環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内に設置された
ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え
方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポジティブ・インパクト
金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではありません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した
情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、ポジティブ・インパクト・ファイナンスによるポ
ジティブな効果を定量的に証明するものではなく、その効果について責任を負うものではありません。
本事業により調達される資金が同社の設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体また
は調達主体の依頼する第三者によって定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則とし
てこれを直接測定することはありません。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCR は、以下の原則等を参照しています。 

国連環境計画金融イニシアティブ  

「ポジティブ・インパクト金融原則」 

「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」      

環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 

「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
は異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す
ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本ポジティブ・インパクト・ファイナンスの事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生
じる可能性のある資本関係、人的関係等はありません。 

 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブの「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向
け金融商品のモデル・フレームワーク」への適合性について第三者意見を述べたものです。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
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借入人の名称 株式会社メンテナンス・コシバ 

借入金の金額 150,000,000円 

借入金の資金使途 運転資金 

モニタリング期間 3年9か月 

１．借入金の概要 

２．事業概要 

 南都コンサルティング株式会社は、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した「
ポジティブ・インパクト金融原則（PIF原則）」および「資金使途を限定しない事業会社向け金融
商品のモデル・フレームワーク（モデル・フレームワーク）」に適合させるとともに、ESG金融ハ
イレベル・パネル設置要綱第2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタス
クフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に整合させた上で、株式会社メ
ンテナンス・コシバ（以下、メンテナンス・コシバ）の包括的なインパクト分析を行った。 

 株式会社南都銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの向上とネガティブインパク
トの低減に向けた取組を支援するため、メンテナンス・コシバに対し、ポジティブインパクトファ
イナンスを実施する。 

企業名 株式会社メンテナンス・コシバ 

従業員数 138名(2024年7月時点・グループ全体) 

売上高 12.9億円（2024年7月期） 

資本金 2,000万円 

主たる事業内容 

• 国内自動車輸送業務（キャリアカーによる自動車輸送） 
• キャリアカーに乗らない大型車両の回送業務 
• 車両保管管理業務 
• 車両査定業務 
• 認証指定工場としての整備業務 

事業所 

• 関西第一営業所 奈良県大和郡山市筒井町967-1 

• 関西第二営業所 奈良県橿原市飯高町190-1 

• 北陸営業所   石川県河北郡内灘町千鳥台5-1 

• 関東営業所   千葉県市原市潤井戸716 

• 中部営業所   愛知県名古屋市港区汐止町11−3 

• 泉大津営業所  大阪府泉大津市田中町10-72泉大津商工会議所5階 

加盟団体 

• 奈良県トラック協会 

• 橿原商工会 

• 近畿交通共済協同組合 

• 奈良日野自動車 

• 陸送協会近畿支部   等 
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主要沿革 

1978年   会社設立（資本金1,000万円） 

2001年   一般貨物運送事業を部門化  

2002年   本社移転（橿原市飯高町250番地） 

2005年   運送事業部発足 

2007年   資本金2,000万円に増資  

2008年   本社移転（橿原市飯高町190-1） 

2008年   大阪営業所・名古屋ヤード開設  

2009年   Ｇマーク取得 

2009年   名古屋ヤード移転（名港中央／1,000㎡）  

2010年   株式会社へ登記変更  

2011年   郡山営業所移転（2,000㎡） 

2012年   本社敷地2,000㎡増設   

2013年   大阪営業所移転（泉大津市／1,000㎡）  

2014年   大型レッカー事業開始   

2015年   関東営業所開設（千葉県市原市／2,000㎡） 

2015年   一般貨物自動車運送業取得 

2015年   関東営業所Ｇマーク取得  

2016年   大阪市内新事務所設置（大阪市中央区）  

2017年   郡山営業所新社屋建設・整備工場建設開始 

2018年   自社福利厚生自社ブランドバス導入  

2019年   五條高校サッカー部全国大会出場につき自社ブランドバスにて 

2019年   送迎実施   

2020年   自動車特定整備事業認証番号 近運整認奈 第1706号取得 

2020年   新社屋にてグループ本部・管理本部設立 

2020年   金沢に北陸営業所設立   

2021年   ㈱メンテナンス・コシバ大阪出張所と京都出張所が日本陸送協 

2021年   会に加入   

2023年   奈良クラブ2023シーズンオフィシャルスポンサー契約協賛 

2023年   郡山インターチェンジ1万坪の土地購入 

2024年   泉大津営業所移転 
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出所）同社ホームページ 

 経営理念 

 組織図 

１.JAPAN陸送は仕事を通じてより多くのつながりを広げ、創造性を高める集合体となり、関わる全ての人たちに 
  安定した豊かさを提供できるよう取り組み続けます。 

２.環境への配慮、社会への貢献、そして地球規模での弊社の役割を時代とともに見出し、実践しながら、その 
    一員として共に歩む全ての者が個々においても充実した夢のある生活を営んでいくことが、JAPAN陸送の目指 
    す企業の価値と考えています。 

３.企業として当然の存在意義を果たしながら、さらに個々の夢、すなわち豊かさを提供できる企業であるために   
  私達はこれからも不可能はないと信じて挑戦を続けて参ります。 

運営本部 

株主総会 

流通部 土木建築部 販売部 物流部 

管理本部 

安全部 整備部 運送部 回送部 

事業本部 
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 メンテナンス・コシバは、国内自動車輸送業務（キャリアカーによる自動車輸送）・キャリア
カーに乗らない大型車両の回送業務・車両保管管理業務・車両査定業務・認証指定工場としての
整備業務等を主力業務としている。 
 2019年に立ち上げた陸送のプロフェッショナルブランド「JAPAN陸送」グループとして、車両
運送業務を通じて、社員一丸となり努力し続けることで、働く一人一人が本物の豊かさを実現で
きる企業となることを目指している。 
 環境への配慮、社会への貢献、そして地球規模での弊社の役割を時代とともに見出し、実践し
ながら、その一員として共に歩む全ての者が個々においても充実した夢のある生活を営んでいく
ことが、JAPAN陸送の目指すブランド、企業の価値と考えている。 

 事業概要 

＜サービス内容＞ 

  不動車からマイカーまで自動車輸送を行っている。顧客の指定場所や自宅までドライバーが 
 引取に向かい、顧客の要望に合わせた最適な輸送手段で全国の指定場所まで届けている。 

取扱 
サービス 

不動車・事故車輸送 オークション輸送 

マイカー輸送 

引越による車の移動、
旅行先でのマイカー使
用等、顧客の車を指定
場所まで輸送する 

オークション出品車、
落札者の輸送車等を 
全国のオークション会
場へ安全・迅速に輸送
する 

故障して動かない車
、事故車等を修理工
場へ確実に安全に輸
送する 
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＜回送事業部（自走部門）＞ 

 陸送のオンリーワンとベストワンを目指し、
軽自動車からトレーラー、大型特殊車両まで、
全国規模で自走対応をしている。 
 車両引き取り時の点検方法、不具合時の対応
方法等を纏めた独自の回送マニュアルを策定し
ており、ドライバー全員が顧客の大切な車両を
預かっているという意識を持って取り組んでい
る。 

＜運送事業部（キャリアカー部門）＞ 

 トレーラー輸送による関西から中部間の迅速
な輸送能力および不動車の引揚げ能力を強みと
している。 
 不動車輸送のパイオニアとして独自教育によ
る不動車取扱ノウハウを取得し、長年の経験か
ら安全対策や品質管理を徹底している。 

＜レッカー部門＞ 

 あらゆる自動車のトラブルに対するレッカー
ロードサービスの他に事故車・故障車の全国陸
送業務を担っている。 
 自動車の水没事故や山での転落事故に素早く
対応できるように、自社独自のネットワークを
駆使して緊急時のサポートも万全である。 

出所）同社より提供 

出所）同社より提供 

出所）同社より提供 

＜整備部門＞ 

 整備資格を持った整備士が1車4名体制で常に
様々な顧客のサービスに対応できるよう常時在
中している。 
 サービス実施後、顧客に実際に見てもらいな
がら、故障箇所に関係する修理の内容などを整
備士が顧客に説明している。 

出所）同社より提供 
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出所）同社より提供 

 サステナビリティへの取組 

＜SDGs行動宣言＞ 

 メンテナンス・コシバは、国連が提唱する「持
続可能な開発目標（SDGs）」の趣旨に賛同し、
事業活動を通じて、SDGs達成に向けた取組を継
続して行っていくことを「SDGs行動宣言」にて
発表している。 
 SDGs行動宣言では、①環境性能に優れた車両
の活用、②フレックスタイム制の導入、③地域活
動への参加および地域の子供たちの職場体験の受
け入れ、などのSDGsの実現に向け事業に取り組
んでいる。 
 今般のポジティブインパクトファイナンスにつ
いても、SDGs行動宣言と共通したKPIを設定し
、中長期的な企業価値向上を目指し、重要となっ
ているサステナビリティに関する課題解決に向け
取り組んでいく方針である。 

出所）同社より提供 

＜モーダルシフトへの取組＞ 

 メンテナンス・コシバは、CO2排出量削減に向
けて、自動車による貨物輸送を船舶利用へシフト
するモーダルシフトを推進している。 
 船輸送によるCo2排出量はトラックの約20％で
あり、顧客に対しても環境に配慮した輸送を提案
することで、社会全体の気候変動リスクに対応し
ている。 

出所）同社より提供 

＜私募債による寄贈＞ 

 メンテナンス・コシバは、2022年に地域金融
機関との連携により、SDGs私募債を起債し、そ
の仕組みを通じて、地元の小学校に体育館用の暗
幕カーテンを寄贈している。 



8 
NANTO CONSULTING CO.,LTD. all rights reserved  

出所）同社より提供 

メンテナンス・コシバの行動指針「安全推進目標」 

＜安全で働きやすい職場づくり＞ 

 メンテナンス・コシバは、輸送の安全確保が事業経営の根幹であることを認識し、社員
に輸送の安全確保が最も重要であるという意識を徹底させるため、安全基本方針を明確に
定め行動方針として「安全推進目標」を設定し、全社員が朝礼で唱和し実践している。 

１．安全な速度と車間距離の確保に努めよう。 

２．ゆとりある心で、防衛運転に徹しよう。 

３．プロとしての予知判断を的確に行い、模範運転を実行しよう。 

４．商品の品質を維持し、信頼される物流を目指そう。 

５．決められた手順を守り、丁重な荷扱いをしよう。 

６．指差呼称を実行し、より正確な作業を行おう。 

７．常に心身の調整に努め、万全の体調を維持しよう。 

８．職場の環境整備に努めよう。 

９．愛車精神をもって、整備と整頓を励行しよう。 

10．”0″災害の成果を、我々の誇りとしよう。 

 メンテナンス・コシバは、安全担当者・運行管
理者・整備管理者・乗務職運行指導員による合同
会議を年3回開催し情報の共有化、知識向上教育を
行うなど安全に対する取組を継続しており、各営
業所にて「安全性優良事業所（Gマーク）」の認証
を取得している。 
 Ｇマークは、(公社)全日本トラック協会が2003
年7月より利用者がより安全性の高い事業者を選び
やすくするための環境整備を図ることを目的とし
て、事業者の安全性を正当に評価し、認定し公表
する制度のことである。 
 また、安全への取組として、アルコールチェッ
クの徹底やデジタルタコグラフやドライブレコー
ダーの導入、安全推進計画の策定等を実施し、安
全管理体制を構築している。 
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 業界動向 

 物流は国民生活や経済を支える社会インフラであるが、担い手不足やカーボンニュートラ
ルへの対応など様々な課題を抱えている。そのようななか、各企業は「2024年問題」に直
面しており、労働時間の制限や休憩時間の確保に伴いドライバー不足が深刻となっている。 
 2024年問題とは、2024年4月1日より適用された働き方改革法に基づく自動車の運転業務
の時間外労働に関する年960時間の上限規制等による物流停滞の懸念のことである。 

（１）商慣行の見直し 

・物流の担い手の賃金水準向上等に向けた適正運賃収受・価格転嫁円滑化等の取組 

・納品期限、物流コスト込み取引価格等の見直し 

（２）物流の効率化 

・「物流GX」の推進（モーダルシフト等） 

・即効性のある設備投資の促進 

・女性や若者等の多様な人材の活用・育成 

（３）荷主・消費者の行動変容 

・荷主の経営者層の意識改革・行動変容を促す規制的措置等の導入 

・荷主・物流事業者の物流改善を評価・公表する仕組みの創設 

＜物流革新に向けた政策パッケージにおける具体的な施策例＞ 

出所）国土交通省「物流革新に向けた政策パッケージの取組状況について」より抜粋 

 物流業界においては、各企業間による共同配送の取組や同業者の買収などが進展するなか
、国では「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」にて、「物流革新に向けた政策パッ
ケージ」を策定している。 
 「物流革新に向けた政策パッケージ」においては、鉄道の輸送力増強等によるモーダルシ
フト、大型コンテナの導入促進、災害対応能力を含む物流拠点の機能強化等を推進すること
としており、「物流革新緊急パッケージ」においては、鉄道の輸送量・輸送分担率を今後10
年で倍増することとしている。 

出所）国土交通省「物流の2024年問題について」より抜粋 
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 PIF原則およびモデル・フレームワークに基づき、南都コンサルティング株式会社が所定のイン
パクト評価の手続きを実施した。 

 まず、UNEP FIの定めたインパクト評価ツールを用い、ポジティブインパクトおよびネガティブ
インパクトを判定したものが以下となる。 

 なお、メンテナンス・コシバの業種は、国際標準産業分類に基づき「4923 道路貨物運送業」と
判断した。  

３．包括的分析 

 UNEP FIの定めたインパクト評価ツールにより確認したインパクト一覧 

インパクトエリア インパクトトピック ポジティブ ネガティブ
紛争
現代奴隷
児童労働
データプライバシー
自然災害

健康および安全性 -
水
食料
エネルギー
住居
健康と衛生
教育
移動手段
情報
コネクティビティ
文化と伝統
ファイナンス
雇用
賃金
社会的保護
ジェンダー平等
民族・人種平等
年齢差別
その他の社会的弱者
法の支配
市民的自由
セクターの多様性
零細・中小企業の繁栄

インフラ -
経済収束 -
気候の安定性 -

水域
大気
土壌
生物種
生息地
資源強度
廃棄物

健全な経済

生物多様性と生態系

サーキュラリティ

人格と人の安全保障

資源とサービスの入手可
能性、アクセス可能性、
手ごろさ、品質

強固な制度・平和・安定

生計

平等と正義

4923 道路貨物運送業 
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 メンテナンス・コシバの個別要因を加味したインパクトの特定 

「自然災害」：同社の事業において持続不可能な土地利用を行っていないため、ネガティブインパ
クトから削除する。 

「教育」：従業員の研修受講や資格取得支援など、ポジティブに資する取組を行っていることから
ポジティブインパクトに追加する。 

「移動手段」：同社はモーダルシフト等の環境に配慮した物流を進めているものの、モビリティの
アクセスが増えるものでないことから、ポジティブインパクトから削除する。 

「ジェンダー平等」：ダイバーシティマネジメント等、女性の活躍推進に向けた取組を進めており
、格差縮小に向けたネガティブの抑制に資する取組が行われているため、ネガティブインパクトに
追加する。 

「土壌」「生物種」「生息地」：同社の事業が土壌の質の悪化、生態系への悪影響を最小化すべく
配慮していることから、ネガティブインパクトから削除する。 

インパクトエリア・トピック ポジティブ ネガティブ 

健康および安全性 ● 

教育 ● 

雇用 ● 

賃金 ● 

社会的保護 ● 

ジェンダー平等 ● 

零細・中小企業の繁栄 ● 

気候の安定性 ● 

大気 ● 

資源強度 ● 

廃棄物 ● 

 各インパクトエリア・トピックに対して、ポジティブインパクトの増大やネガティブインパクトの
低減に貢献すべき活動内容を確認すると共に、SDGsのゴール及びターゲットへの対応関係について
も併せて評価した。 

特定したインパクト一覧 
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 インパクトに係る戦略的意図やコミットメント 

 インパクトとPIF原則及びモデル・フレームワークにより特定したインパクトの項目の関連は以下
になる。 

№ インパクト 特定したインパクトの項目 

① 環境負荷低減に向けた取組 
ポジティブインパクト「零細・中小企業の繁栄」 
ネガティブインパクト「気候の安定性」「大気」
「資源強度」「廃棄物」 

② 健康で働きやすい労働環境の整備 ネガティブインパクト「健康および安全性」 

③ 多様な人材の活躍推進 
ポジティブインパクト「教育」「賃金」 
ネガティブインパクト「社会的保護」「ジェンダー
平等」 

④ 廃棄物の削減 ネガティブインパクト「資源強度」「廃棄物」 

⑤ 労災事故防止に向けた取組 ネガティブインパクト「健康および安全性」 

⑥ 地元採用による地域貢献 ポジティブインパクト「雇用」 
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 メンテナンス・コシバの事業活動が社会・経済・環境に影響を与えるインパクトについて、重点目
標に基づく取り組みと指標を設定した。以下がその要約となる。なお、設定したKPIのうち目標年度
に達したものについては、再度の目標設定等を検討する。 

４．KPIの決定 

テーマ 内容 KPI SDGs 

環境負荷低減に
向けた取組 

• 環境に配慮した輸送活
動の推進や環境に優し
い設備投資を強化する
ことで、CO２排出量削
減に貢献する 

• 毎年、モーダルシフトによる売上高
を前年度以上とする 

• 毎年、アイドリングストップ搭載車
を１台以上導入する 

• 2027年度末までに営業用の社用車
を全台、ハイブリッド車とする 

• 2027年度末までに年間のオイル漏
れ件数を0件とし、以後も継続する 

健康で働きやす
い労働環境の整
備 

• 従業員の健康保持・増
進を進めることにより、
健康経営を実現する 

• 残業削減により、従業
員のワークライフバラ
ンスを充実させる 

• 2027年度までに健康経営優良法人
の認定を取得し、以後も認定を継続
する 

• 2027年度末までに従業員の毎月の
平均残業時間を25時間以内とする 

多様な人材の活
躍推進 

• 性別にとらわれない組
織づくりを実現する 

• 研修受講や資格取得を
推奨することで、従業
員のスキルアップおよ
び働き甲斐向上に努め
る 

• 2027年度末までに女性管理職（課
長職以上）を3名以上にする 

• 毎年、外部講師による営業スキル研
修を実施する 

• 2027年度末までに資格保有手当制
度を新設する 

廃棄物の削減 
• ペーパーレス化に取り
組み、循環型社会の形
成に貢献する 

• 2027年度の紙の使用量を2025年度
比10％削減する 

労災事故防止に
向けた取組 

• 従業員の安全に対する
意識を向上させる 

• 労災事故0件を達成し、以後も0件
を継続する 

地元採用による
地域貢献 

• 地域住民の採用を継続
することで、地元経済
の発展に寄与する 

• 毎年、奈良在住の新卒を１名以上採
用する 
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環境負荷低減に向けた取組 

項目６ 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト・ネガティブインパクト 

インパクトエリア・トピック 
ポジティブインパクト「零細・中小企業の繁栄」 
ネガティブインパクト「気候の安定性」「大気」「資源強度」 
「廃棄物」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 
• 環境に配慮した輸送活動の推進や環境に優しい設備投資を強化
することで、CO２排出量削減に貢献する 

毎年モニタリングする目標と
KPI 

• 毎年、モーダルシフトによる年間売上高を前年度以上とする 
• 毎年、アイドリングストップ搭載車を１台以上導入する 
 （2024年12月時点：0台） 
• 2027年度末までに営業用の社用車（トラックを除く）を全台、
ハイブリッド車とする（2024年12月時点：20台の内10台） 

• 2027年度末までに年間のオイル漏れ件数を0件とし、以後も継
続する 

 ポジティブインパクトとネガティブインパクトの内容 

【モーダルシフトの推進】 

 メンテナンス・コシバは、環境負荷の低減に向け、事業活動における自動車での貨物輸送を船
舶や鉄道の利用へシフトするモーダルシフトを推進している。同社が定義しているモーダルシフ
トとは、「長距離の陸運送の一部を船舶輸送へ切り替えているもの」であり、主に「オークショ
ン会場や顧客指定場所等から港までの自動車配送」および「港から顧客の指定場所への自動車配
送」をさす。 
 貨物を1km運ぶ（＝1トンキロ）ときに排出されるCO2の量をみると、トラック（営業用貨物
車）が208gであるのに対し、鉄道は20g（約1/10）、船舶は43g（約1/5）となっている（下
記グラフ参照）。 
 このような取組を推進していくことは、CO2排出量の削減につながるだけでなく、船舶事業
者には中小企業が多いため、船舶利用の機会が増えることで当該中小企業に対し、ビジネスチャ
ンスを提供することとなり、零細・中小事業者の経済的地位の向上に寄与するといえる。 
 同社は今後、モーダルシフトによる売上高（「指定場所から港までの配送」および「港から指
定場所への配送」に関する売上高）を伸ばしていくため、今後、主要取引先に対し、長距離運送
の受注の際には、順次陸運送から船舶輸送への切替交渉を進めていく。 

出所）国土交通省ホームページ 

2022年度 輸送量当たりの二酸化炭素排出量（単位：グラム） 

モーダルシフトによる年間売上高の推移 

2022年度 2023年度 2024年度 

売上高 168万円 542万円 466万円 
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 同社はオイル漏れによる汚染は環境事故であるとい
うことを、全社共通マニュアルに掲載しているが、社
内での浸透は不十分であるため、2025年度中にトラ
ック全台にオイル漏れを防ぐ吸着マットを常備するこ
とを義務化する。また、運転前の報告や装着管理を徹
底するほか、オイル漏れ事故の原因調査についても継
続的に進める方針である。 
 また、オイル漏れ事故の原因となる油圧ホースにつ
いて、現状は他社から調達しているが、2027年度末
までにより頑丈な油圧ホースを自社工場内で内製化す
ることを計画している。 
 なお、同社は万一のオイル漏れ事故が発生した際に
は、速やかに応急処置を実施し、事務所へ報告する体
制としている。 

【環境に配慮した設備投資】 

 メンテナンス・コシバは環境への取組強化および燃費率向上によるコスト削減を目的にエコド
ライブを徹底するよう全社共通マニュアルに掲載している。今後はエコドライブの継続に加え、
環境に配慮した設備投資を強化する方針である。具体的には、自動車輸送で使用するトラックに
ついて、更新時にアイドリングストップ搭載車へ切り替える他、社用車（トラックを除く）をガ
ソリン車からハイブリッド車へと切り替えていく。 

オイル吸着マット 

出所）同社より提供 

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度目標 

4件 3件 4件 ０件 

オイル漏れ件数の推移 
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健康で働きやすい労働環境の整備 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクトエリア・トピック ネガティブインパクト「健康および安全性」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 
• 従業員の健康保持・増進を進めることにより、健康経営を実現
する 

• 残業削減により、従業員のワークライフバランスを充実させる 

モニタリングする目標とKPI 

• 2027年度までに健康経営優良法人の認定を取得し、以後も認
定を継続する 

• 2027年度末までに従業員の毎月の平均残業時間を25時間以内
とする 

【健康経営の実現】 

 メンテナンス・コシバは、従業員の健康保持・増進を重要施策の一つとしており、従業員が健
康で働きやすい組織づくりに向け積極的にサポートすることで、2027年度に健康経営優良法人
（※1）の認定取得を目指す。 
 同社は健康経営を進めるにあたり、既に全従業員へ健康診断を受診させており、再検査が必要
な従業員には再検査の受診を必須化している。また、血圧計を設置し、運転前に測定を義務付け
る他、メンタルヘルス対策として、希望者には産業医による面談を実施している。 
 今後、従業員のこころの健康の維持およびエンゲージメント向上を目的とした全従業員向けの
ストレスチェックの実施や運動不足解消を目的とした社内スポーツ倶楽部（バスケットボール、
バドミントン等）の創設を検討していく。 

【時間外労働の削減】 

 メンテナンス・コシバは、従業員のワークライフバランスを充実させるため、有給休暇の取得
や時間外労働における法令順守を徹底するだけでなく、リアルタイムでドライバーの位置が把握
でき、配車担当者から無駄のない的確な指示が可能なSmart動態管理ソフトを導入することで、
効率的な配送を実現している。 
 物流業界における2024年問題（時間外労働の上限規制有）への対応として、同社は今後、時間
外労働の削減に注力していく方針である。具体的には、全従業員に対し、時間外労働の月間取得
時間の目標設定や、上席への残業の事前報告、残業時間の見える化に取り組むことで、従業員の
早帰りの意識高揚に努める。 

（※1）健康経営優良法人認定制度とは、地域の健康課題に即した取組や、 

     日本健康会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な 
     健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度 

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度末目標 

31時間 31時間 32時間 25時間以内 

従業員1人あたりの時間外労働平均時間の推移（月平均） 
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多様な人材の活躍推進 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト・ネガティブインパクト 

インパクトエリア・トピック 
ポジティブインパクト「教育」「賃金」 
ネガティブインパクト「社会的保護」「ジェンダー平等」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 
• 性別にとらわれない組織づくりを実現する 
• 研修受講や資格取得を推奨することで、従業員のスキルアップ
および働き甲斐向上に努める 

モニタリングする目標とKPI 
• 2027年度末までに女性管理職（課長職以上）を3名以上にする 
• 毎年、外部講師による営業スキル研修を実施する 
• 2027年度末までに資格保有手当制度を新設する 

【女性の活躍推進】 

 メンテナンス・コシバは、輸送業という業種柄もあり、現場で活躍するのが男性中心となって
いることから、性別にとらわれることなく、多様な人材が活躍できる組織づくりに取り組む。 
 同社の女性社員については、ドライバーが４名、事務担当が12名と事務担当中心の構成とな
っているが、今後は事務担当の女性社員に対し、現場の男性社員との同行や運転手向け研修の受
講等を実施することで、女性社員が多様な業務を知り、幅広く活躍ができる体制を目指す。 
 同社は社内の女性活躍を進めるにあたり、女性社員のロールモデルが不可欠との考えから、女
性の管理職（課長職以上）創出に取り組む。具体的には、管理職向け外部講師研修（リーダーシ
ップ、マネジメント等）の受講推奨や他社の女性管理職との交流、得意先への訪問同行等に取り
組む方針である。 

【人材育成への取組】 

 メンテナンス・コシバは、最も重要な経営資源となるヒトの教育に注力していく。同社は人材
育成に向けた取組として、社内での研修（安全運転・技術向上等）の受講や業務上で必要となる
資格（フォークリフト、コーティング検定等）の取得にかかる教材費・受験料の全額負担等を実
施している。 
 同社は運転技術に関する研修・資格手当等は充実している一方、その他の部門（営業販売・事
務等）に関する育成メニューが不足しているとの認識から、今後は外部講師による営業スキル研
修（マーケティング・交渉力・ビジナスマナー等）の受講を導入していく。 
 また、資格取得支援においては、マネジメント力や専門知識を身に付けさせるため、運行管理
者や社会保険労務士等の難易度の高い資格を取得した従業員に対し、基本給与を上乗せする「資
格保有手当」を新設することで、従業員が自ら考えて学ぶ姿勢を醸成する。 
 なお、同社は上記資格取得手当の新設以外にも、従業員の働き甲斐向上の一環で、昨年度に8％
のベースアップを実施しており、今後も物価動向や情勢に応じて賃上げを検討していく方針であ
る。 

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度末目標 

1名 1名 1名 3名以上 

女性管理職（課長職以上）の推移 
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廃棄物の削減 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクトエリア・トピック ネガティブインパクト「資源強度」「廃棄物」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 • ペーパーレス化に取り組み、循環型社会の形成に貢献する 

モニタリングする目標とKPI • 2027年度の紙の使用量を2025年度比10％削減する 

【車両の再利用】 

 メンテナンス・コシバは、循環型社会の
形成を目指し、車両の再利用に取り組んで
いる。 
 同社は古くなった自社所有のキャリアカ
ーについて適正に処分しているが、即処分
とすることなく、再利用できるよう自社整
備工場にて塗装・修理することにより、キ
ャリアカーの使用期間を延ばしており、資
源の再利用に貢献している。 
 現在、自社のキャリアカーについて、年
間2台程度修理しているが、環境への取組強
化に向け、毎年、修理台数を増やしていく
方針である。 

出所）同社より提供 

【ペーパーレス化】 

 メンテナンス・コシバは、廃棄物削減の一環で、ペーパーレス化に注力していく。同社は業務
効率化への取組として、全社員にスマートフォンを支給し、クラウドフォルダにてデータを共有
する仕組みができているものの、依然、紙を使用する習慣が抜けていないことを課題と認識して
いる。 
 今後、全社でペーパーレスの意識を高めるため、まずは2025年度中に紙の具体的な使用量の把
握から始める。その後、紙の使用量の多い地図や作業指示書について可能な限り電子化を進める
ことで、段階的に紙の使用量を削減していく方針である。 
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労災事故防止に向けた取組 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクトエリア・トピック ネガティブインパクト「健康および安全性」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 • 従業員の安全に対する意識を向上させる 

モニタリングする目標とKPI • 労災事故0件を達成し、以後も0件を継続する 

【従業員の安全に向けた取組】 

 メンテナンス・コシバは、「安全を最優先する」を基本理念とし、輸送・保管業務に携わり、
「0災害」（事故・労災）に拘り、従業員の労災事故防止に取り組んでいる。 
 同社はヤード内の独立した乗務員専用の休憩所を設置している。休憩所はリラックスできるよ
う、すべてオレンジ色の間接照明の室内としており、常時、安全対策やヒヤリハットなどのDVD
を視聴できる環境となっている。 

 同社の制服は、夜間作業を行う乗務員の安全確保を考慮し、高輝度反射素材が付いている。ま
た、商品車にキズをつけないよう、ボタンやベルトのバックル、腕時計、ペン等がむき出しにな
らない恰好で作業を行うことを徹底している。その他、同社は運転者の健康状態の確認、その日
の輸送の指示、運行にあたっての注意事項等の共有を徹底しており、事故の未然防止に努めてい
る。 

出所）同社より提供 

2022年度 2023年度 2024年度※2025年2月まで 

1件 3件 0件 

労災事故件数の推移 

※労災事故…労働者の業務中に労災保険が適用された事案 
 

出所）同社より提供 
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地元採用による地域貢献 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクトエリア・トピック ポジティブインパクト「雇用」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 • 地域住民の採用を継続することで、地元経済の発展に寄与する 

モニタリングする目標とKPI • 毎年、奈良在住の新卒を１名以上採用する 

【地元住民の新規採用強化】 

 メンテナンス・コシバは、地域貢献および地元奈良の地域活性化に向けた取組として、地元住
民の採用を強化していく。同社は現在、自社採用ホームページや人材紹介会社の活用を中心に採
用活動を実施しているが、今後は大学・高校へのアプローチ、職場体験、インターンシップの実
施、SNS発信、ローカル広報誌や地元広告媒体の活用等、様々な手段を講じて地元住民や若手人
材の囲い込みを図る方針である。 

採用実績 

2022年度 2023年度 2024年度 

採用者数 43名 55名 66名 

うち奈良県在住者 20名 27名 37名 

うち新卒採用者 10名 11名 10名 
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 メンテナンス・コシバの事業活動は、SDGsの17のゴールと169のターゲットに以下のように関連
している。 

５．インパクトの種類、SDGs、貢献分類、影響を及ぼす範囲 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

8.3 

生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーショ
ンを支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融
サービスへのアクセス改善などを通じて中小零細企業の設立
や成長を奨励する。 

12.5 
2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再
利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

13.1 
全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱
性（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。 

環境負荷低減に向けた取組 

 期待されるターゲットの影響：モーダルシフトの推進や環境に配慮した設備投資を強化するこ
とで、温室効果ガスの排出量削減に貢献する。 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

3.4 
2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や
治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉を促進す
る。 

8.8 
移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にあ
る労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 

健康で働きやすい労働環境の整備 

 期待されるターゲットの影響：健康経営に取り組むことで、従業員の健康維持・増進、働き甲
斐の醸成に貢献する。また、企業においては人材の定着や組織の強化にも寄与するため、持続可
能な経営の実現に貢献する。  
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SDGsの17目標 ターゲット 内容 

4.4 
2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働きが
いのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を備えた若者
と成人の割合を大幅に増加させる。 

5.5 
政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定におい
て、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップ
の機会を確保する。 

8.2 
高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くこと
などにより、多様化、技術向上及びイノベーションを通じた
高いレベルの経済生産性を達成する。 

10.2 

2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗
教、あるいは経済的地位その他の状況に関わりなく、全ての
人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進
する。 

多様な人材の活躍推進 

 期待されるターゲットの影響：女性の管理職登用やOJT強化、資格取得手当の新設等に取り組
むことで、従業員が自ら学ぶ姿勢を醸成するとともに、性別にとらわれず多様な人材が活躍でき
る組織づくりに取り組む。 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

11.6 
2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の
管理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人
当たりの環境上の悪影響を軽減する。 

12.2 
2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用
を達成する。 

12.5 
2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再
利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

廃棄物の削減 

 期待されるターゲットの影響：紙の使用量削減への取組により、廃棄物が再利用される循環モ
デルの構築に貢献する。  
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 期待されるターゲットの影響：従業員が安全・安心して働くことができる環境づくりに取り組
む事で、労災事故の未然防止に努める。 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

3.4 
2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や
治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉を促進す
る。 

8.8 
移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にあ
る労働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な
労働環境を促進する。 

労災事故防止に向けた取組 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

8.6 
2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれも行って
いない若者の割合を大幅に減らす。 

地元採用による地域貢献 

 期待されるターゲットの影響： 地元住民の新卒採用強化に取り組むことで、地元の経済発展
に貢献する。 
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６．サステナビリティ経営体制（推進体制、管理体制、実績） 

 本ポジティブインパクトファイナンスで設定したKPIの達成および進捗状況については、南都銀行
とメンテナンス・コシバの担当者が定期的に会合の場を設け、共有する。会合は少なくとも年に１回
実施するほか、日頃の情報交換や営業活動の場等を通じて実施する。 

 具体的には、12月に関連する資料を南都銀行が受領し、モニタリングとなる指標についてフィード
バック等のやりとりを行う。南都銀行は、KPI達成に必要な資金およびその他ノウハウの提供、ある
いは南都銀行の持つネットワークから外部資源とマッチングすることで、KPI達成をサポートする。 

７．南都銀行によるモニタリングの頻度と方法 

モニタリング方法 
対面、Web会議等、モニタリング方法の指定はない 
定例訪問などを通じて情報交換を行う 

モニタリングの実施時期、
頻度 

毎年12月に、年1回程度実施する 

モニタリングした結果の
フィードバック方法 

KPI等の指標の進捗状況を確認する 
必要に応じてKPI達成のために必要なノウハウの提
供、外部資源とのマッチングを検討するなど、KPI
達成をサポートする 

以上 

 本ポジティブインパクトファイナンスに取り組むにあたり、メンテナンス・コシバでは、中谷真介
代表取締役を最高責任者とし、事業活動とインパクトレーダー、SDGsとの関連性、KPIの設定につい
て検討を重ね、取組内容の抽出を行っている。本ポジティブインパクトファイナンス実行後において
も、社員一人一人が目標達成に向けて取り組み、社会的な課題の解決への貢献とともに持続的な経営
の実現を目指していく。各KPIは管理本部が統括し達成度合いをモニタリングしていく。 

 メンテナンス・コシバでは下記推進体制の構築により、地域における社会的課題や環境問題にも積
極的に取り組み、国内をリードしていく企業を目指す。バリューチェーンの観点では、環境汚染や人
権問題等に配慮された調達・製造・販売・使用・処分を行なうことが責務であるとの認識のもと、環
境・健康配慮を徹底した事業展開を実施していく。 

メンテナンス・コシバの最高責任者 代表取締役 中谷 真介 

メンテナンス・コシバのモニタリング担当者 管理本部 定仲 加織 

担当部 管理本部 定仲 加織 



25 
NANTO CONSULTING CO.,LTD. all rights reserved  

 

 

本評価書に関する重要な説明 

1. 本評価書は、南都コンサルティング株式会社が、南都銀行から委託を受けて実施したもので、
南都コンサルティング株式会社が南都銀行に対して提出するものです。 

2. 南都コンサルティング株式会社は、依頼者である南都銀行および南都銀行がポジティブ・イン
パクト・ファイナンスを実施するメンテナンス・コシバから供与された情報と、南都コンサル
ティング株式会社が独自に収集した情報に基づく、現時点での計画または状況に対する評価で
、将来におけるポジティブな成果を保証するものではありません。 

3. 本評価を実施するに当たっては、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した   
「ポジティブ・インパクト金融原則」および「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品の
モデル・フレームワーク」に適合させるとともに、ESG金融ハイレベル・パネル   設置要綱第2
項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イ
ンパクトファイナンスの基本的考え方」に整合させながら実施しています。なお株式会社日本
格付研究所から、本ポジティブ・インパクト・ファイナンスに関する第三者意見書の提供を受
けています。 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

南都コンサルティング株式会社 

マネージング・ディレクター 小西 徹  

〒630-8677 

奈良県奈良市大宮町四丁目297番地の2 

TEL:0742-93-3102 FAX:0742-93-3103 


